
                   

紀陽でんさいネットサービス 利用規定 

 

第１章 総則 

第１条 （目的） 

    この規定は、株式会社全銀電子債権ネットワーク（以下「でんさいネット」といいます。）より業務

委託を受けた紀陽銀行（以下「当行」といいます。）と本契約者（以下「利用者」といいます。）との

間で、電子記録債権（以下「でんさい」といいます。）に係る電子記録に関する以下の業務の利

用について、でんさいネットが定めた「業務規程」、「業務規程細則」以外の二者間の利用に関

する事項について定めるものとします。 

    一 でんさいネットを電子債権記録機関とするでんさいの利用の申込みをした者の本人確認

および審査ならびに利用者の管理に関する業務 

    二 電子記録の請求および記録に関する業務 

    三 でんさいの口座間送金決済に関する業務 

    四 でんさいの支払不能処分に関する業務 

    五 電子記録の記録事項等の開示に関する業務 

    六 上記各号の業務に付随する業務 

第２条 （定義） 

    本規定において使用する用語は、電子記録債権法（平成１９年法律第１０２号。以下「法」とい

います。）および「株式会社全銀電子債権ネットワーク業務規程（以下「業務規程」といいま

す。）」、「株式会社全銀電子債権ネットワーク業務規程細則（以下「業務規程細則」といいま

す。）」に定める例によるものとします。 

第３条 （サービスの利用方法） 

    利用者は、当行ホームページのインターネットバンキング（以下「インターネットＦＢ」といいま

す。）に接続することにより、でんさいの記録請求等のサービス（以下「本サービス」といいま

す。）を利用するものとします。ただし、インターネットＦＢを経由してできない請求や届出につい

ては、当行所定の書面により、請求または届出するものとします。 

第４条 （利用申込者） 

   本サービスの利用申込者は業務規程等の要件のみならず、以下の条件を満たす者とします。 

    一 本規定の適用に同意した者 

    二 紀陽インターネットＦＢの契約者、または本サービスと同時に申込する者 

第５条 （本人確認） 

１． 本サービスでは、サービスを利用する際の本人確認方式として「電子証明書方式」を利用

するものとします。 

２． 利用者は、当行に対して本人確認のための「ログインＩＤ」「ログインパスワード」「確認用パ

スワード」「承認パスワード」（以下「パスワード等」といいます。）を利用者の取引端末より登録

するものとします。なお、本サービスの利用を開始した後は、取引端末の利用画面よりパスワ

ード等を随時変更することができるものとします。 



３． 電子証明書方式は、当行が発行する電子証明書を当行所定の方式により、利用者のパソ

コンにインストールするものとします。電子証明書は当行所定の期間（以下「有効期間」といい

ます。）に限り有効とします。利用者は有効期間が満了する前に当行所定の方法により、電子

証明書の更新をするものとします。なお、当行は利用者に事前に通知することなく、この電子

証明書のバージョンを変更する場合があります。 

４． 利用者が、本サービスを利用する場合、確認暗証番号、電子証明書、パスワード等を取引

端末より当行に送信するものとします。当行は送信された電子証明書、パスワード等と当行に

登録された電子証明書、パスワード等の一致を確認した場合、次の事項を確認できたものと

して取扱います。 

    一 利用者の有効な意思による申込であること。 

    二 当行が受信した依頼内容が真正なものであること。 

５． パスワード等、電子証明書および暗証番号等は、利用者の責任において厳重に管理し、

生年月日、電話番号、連続番号など他人に類推されやすい番号をパスワード等や暗証番号

等として使用することをお避けいただくとともに、ハードディスク等への記録、ファイル共有ソフ

ト等の利用等は避け、利用者がパスワード等を定期的に変更してください。なお、当行からこ

れらの内容をお聞きすることはありません。パスワード等および暗証番号等を失念したり、他

人に知られたような場合またはその恐れがある場合、偽造、変造、盗用または不正使用その

他の恐れがある場合、パスワード等を変更するとともにすみやかに当行に届け出てください。

当行への届け出前に生じた損害については、当行は責任を負いません。 

また、お客様がパスワード等および暗証番号等の入力を当行所定の回数連続して誤った

場合、当行は本サービスの取扱いを中止することができるものとします。 

６． 電子証明書をインストールしたパソコンを譲渡、廃棄する場合、インストールしたパソコンの

遺失、盗難、破損等した場合は、利用者は当行所定の方法により、届出を行い電子証明書

の失効を申し出るものとします。利用者がこの失効を行わなかった場合、電子証明書の不正

使用その他事故が発生しても、それによって生じた損害について、当行は責任を負いません。

新しいパソコンにて電子証明書を利用する場合は、当行所定の方法により電子証明書を再イ

ンストールしてください。 

第６条 （利用の手続） 

１． 本サービスの利用者となろうとする者は、当行所定の利用申込書を必要書類と共に、取引

店に提出するものとします。 

２． 当行は、本サービスの利用について所定の審査をおこないます。 

３． 審査の結果、申込を受付し、利用契約を締結する場合、当行は遅延なくでんさいネットに

利用者登録をおこない、申込人に次の事項を通知します。 

    一 利用者番号 

    二 利用開始日 

    三 業務規程細則第７条第１項第１号から第６号に定める事項 

４． 審査の結果、申込を謝絶する場合、申込人に対して、遅延なくその旨を通知するものとし

ます。 

５． 第３項における利用者登録は次の事項を登録します。 



    一 業務規程細則第３条１号から１０号に定める事項 

    二 窓口担当者の氏名 

    三 業種区分 

    四 企業区分   

   ６． 業務規程第１４条に定める債権者利用限定特約または保証利用限定特約の申込をしよう 

とする者は、当行所定の書面により、申込をおこなうことができるものとします。 

７． 前項の申込み受付けた場合、当行は第２項に準じた審査をおこない、適当と判断した場合

には、債権者利用限定特約または保証利用限定特約を締結するものとします。 

第７条 （利用契約の解約） 

１． 利用契約の解約の申し出は、利用者が利用契約解除届を取引店に提出しておこなうもの

とします。 

２． 利用者が次に掲げる事由に該当する場合、当行は当該利用者に係る利用契約を解除す

ることができるものとします。 

    一 業務規程第１８条に規定する債務者利用停止措置を受け、または業務規程等に繰り返し

違反し、または違反した状態が継続する等、でんさいネットまたは当行の運営を損なう行為

があった場合 

    二 破産手続またはそれに準ずる倒産手続が開始された場合 

    三 業務規程第１２条第１項（同項第７号に掲げる事由を除く。）、第２項または第３項に規定

する要件を満たさなくなった場合 

    四 死亡した場合 

    五 公序良俗に違反する行為をおこなった場合 

    六 決済用の預金口座が強制解約された場合 

    七 当行がでんさいネットとの間の業務委託契約を解除する場合 

    八 その他当行またはでんさいネットが前各号に準ずると認めた場合 

３． 当行が、前項の規定に基づき、本サービスを解除する場合には、利用者に対し、前記各号

に掲げる解除事由を記載した書面による通知を発送します。なお、当行が当該通知を届出

の住所にあてて発送した場合、その通知が遅延もしくは到達しなかったとき、または利用者が

これを受領しなかったときは、通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

４． 第１項の利用契約の解約、および第２項の利用契約の解除は、当該利用契約に係るすべ

てのでんさいが消滅したことを、でんさいネットが確認したときに、その効力を生じるものとしま

す。 

５． 当行は、利用者が死亡したことを知った場合、死亡した利用者を債権者とするでんさいの

電子記録債務者、または死亡した利用者を電子記録債務者とするでんさいの債権者に対し、

その旨通知するものとし、原則として記録請求、口座間送金決済の取扱いをおこなわないも

のとします。 

      ただし、相続人全員が同意のうえ署名・捺印した「相続時利用継続届」が、相続人代表者

（以下、「届出相続人」といいます。）から取引店に提出された場合、でんさいがすべて消滅す

るまでの間、一部の記録請求等に限り、届出相続人による利用の継続をおこなうことができる

ものとします。 



      なお、「相続時利用継続届」には、次に掲げる書類を添付するものとします。 

    一 被相続人が死亡したことを証する書類 

    二 相続人を証する書類 

    三 相続人全員の印鑑証明書 

    四 その他当行が指定する書類 

第８条 （債務者利用停止措置） 

１． 当行は、利用者が次に掲げる事由に該当する場合、当該利用者に対し、当該利用者を債

務者または保証人とする発生記録または保証記録（譲渡保証に係る保証記録の請求を除

く。）の請求を停止する措置（以下「債務者利用停止措置」といいます。）をすることができるも

のとします。 

    一 業務規程第９章に定める取引停止処分を受けた場合 

    二 業務規程および業務規程細則に違反した場合 

    三 当行が特に必要と認める場合 

２． 第１項に基づく債務者利用の停止期間は、当該各号に定める期間とします。 

 一 業務規程第９章に定める取引停止処分を受けた場合 

業務規程細則第１０条第１項第一号に定める期間 

 二 業務規程および業務規程細則に違反した場合 

業務規程細則第１０条第１項第二号に定める期間 

 三 当行が特に必要と認める場合 

     業務規程第１２条第４項に該当する要件を満たさなくなったと判断するに至った事情が、

解消されたと当行が判断するまでの期間   

３． 利用者は第２項各号による債務者利用停止措置の期間が経過した場合、当行所定の書

面により、債権者利用限定特約の解除について申し出ることができるものとします。 

４． 当行は、利用者から前項の申し出を受けた場合、第６条第２項に準じた審査をおこない、

債務者利用停止措置を解除することができるものとします。 

第９条 （利用者登録事項の変更） 

１． 利用者は、名称、住所、決済口座情報等の利用者登録事項に変更が生じた場合には、遅

延なく、当行所定の書面にて取引店へ届け出るものとします。 

   ２． 利用者は、次の利用内容を変更する場合は、当行所定の「変更届」を取引店へ届け出るこ 

とができるものとします。三号については、第６条の手続に準じるものとします。 

    一 発生記録請求における債権者請求方式の利用有無変更 

    二 指定許可機能の利用有無変更 

    三 債権者利用限定特約から債務者利用への変更または、債務者利用から債権者利用限定

特約への変更 

    四 決済口座の追加・削除・変更 

３． 業務規程第１９条第３項に規定する利用契約の地位を承継した旨の届出は、当行所定の

書面により、利用契約の地位を承継した者が取引店へ届け出るものとします。 

４． 業務規程第２０条に規定する破産手続開始等の届出は、当行所定の書面により、利用者

が取引店へ届け出るものとします。 



 

第２章 電子記録 

第１０条 （電子記録の請求の手続） 

１． 利用者は、以下の電子記録の請求を、当行が別途定める場合を除き、インターネットＦＢに

より、本章および業務規程、業務規程細則に基づき、電子記録の請求に必要な事項をでん

さいネットに提供しておこなうものとします。 

    一 発生記録請求 

    二 譲渡記録請求 

    三 保証記録請求 

２．  前項の電子記録以外の電子記録の請求は、当行が定めるところにより、本章および業務

規程、業務規程細則に基づき、電子記録の請求に必要な事項をでんさいネットに提供して

おこなうものとします。 

３．  第１項および第２項の電子記録の請求手続において、定めのない事項については、当行

所定の手続によるものとします。 

第１１条 （電子記録の請求制限等） 

１． 利用者は、業務規程第２２条第１項第９号に規定する電子記録の請求制限に係る措置を

希望する場合、当行所定の書面により、取引店に申し出ることができるものとします。 

２． 利用者は、業務規程第２２条第１項第９号に規定する電子記録の請求制限に係る措置の

解除を希望する場合には、当行所定の書面により、取引店に申し出ることができるものとしま

す。 

３． 当行は、第１項および第２項の申出を受け付けた場合には、所定の審査をおこない、業務

規程第２２条第１項第９号の電子記録の請求制限に係る措置およびその解除をすることがで

きるものとします。 

第１２条 （電子記録の通知） 

    電子記録に対する通知は、特に「業務規程」または「業務規定細則」で「書面により通知する」

と定めるもの以外、利用者が登録した電子メールアドレスあてに、以下の当該電子記録の内容

を通知するものとします。 

    一 利用者登録・変更の通知 

    二 債権債務の発生・譲渡・分割記録の通知 

    三 口座間送金決済 

    四 支払不能登録 

    五 記録の訂正・回復 

    六 記録の予約 

    七 利用契約の解除 

第１３条 （指定許可機能の利用） 

次に掲げる電子記録について、当該電子記録の請求に係る権限を付与する電子記録義務

者、または電子記録権利者を自らが指定許可先として登録した利用者に制限する機能（以下

「指定許可機能」といいます。）を利用する場合、当行所定の書面により取引店に申出をおこな



い、当行が承認した利用者に限りできるものとします。ただし、第三号および四号に掲げる電子

記録の請求に係る指定許可機能の利用は債務者利用を指定した利用者に限るものとします。 

一 債務者請求方式による発生記録 

二 譲渡記録 

三 債権者請求方式による発生記録 

四 保証記録（譲渡保証に係る保証記録を除きます。） 

第１４条 （債権者請求方式の利用）   

    業務規程第２７条第１項に規定する債権者請求方式による発生記録の請求は、当行所定の

書面により利用者が取引店に申出をおこない、当行が承認した利用者に限りできるものとしま

す。 

第１５条 （変更記録の請求方法） 

    変更記録の請求は当該電子記録上の利害関係を有する全員の書面による変更記録請求書

および印鑑証明書を取引店に提出しておこなうものとします。ただし、予約請求を含む他の記

録がされていない発生記録に対して、次に掲げる事項についての変更記録請求は、債権者ま

たは債務者が当行利用者である場合、インターネットＦＢに接続し、当行の定める方法および操

作手順により、請求手続をおこなうことができるものとします。 

    一 支払期日 

    二 支払金額 

    三 業務規程第３０条第１項第８号に規定する事項 

    四 発生記録を削除する旨 

第１６条 （信託の電子記録の請求方法） 

    信託の電子記録の請求者は、信託業法（平成 16年法律第 154号）にもとづく信託業の免許ま

たは金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和 18年法律第 43号）にもとづく認可のい

ずれかを得たうえで、信託の受託者として利用することについて予め当行の承認を得た者としま

す。 

 

第３章 電子記録雑則 

第１７条 （電子記録の訂正または回復すべき事由の通知） 

    利用者は、自己の請求に係る電子記録について、業務規程細則第３６条第１項に規定する訂

正または回復すべき事由があることを知った場合、直ちに当行に対して、その旨を通知するもの

とします。 

 

第４章 でんさいの決済 

第１８条 （決済の方法） 

１． 債務者によるでんさいに係る債務の支払期日における支払いは、業務規程第４０条第１項

の規定にもとづき、口座間送金決済によりおこなうものとします。 

２． でんさいの口座間送金決済に伴う資金の引き落しは、当行の各種預金約定・規定等にか

かわらず通帳・各種払戻請求書・当座小切手等の提出なしに、当行所定の方法により、自動

的に引き落とします。 



３． 発生記録が同一のでんさいは、分割記録がされていた場合であっても、支払期日が同一

のものについては、債権金額の合計額で引き落とします。 

４． 債務者口座から複数の引落がある場合、当行所定の方法により引落をおこない、複数の

口座間送金決済の引落順序、および当該決済口座の残高が支払うべき金額に不足する場

合、そのいずれを引き落としするかは当行の任意とします。 

５． でんさいの口座間送金決済に伴う資金の振込は、でんさいネットより提供された債権者口

座に対して自動的に振込処理するものとします。 

第１９条 （口座間送金決済の中止について） 

１． 当行またはでんさいネットに業務規程第３８条に規定する書類（法令または最高裁判所規

則にもとづくでんさいに関する強制執行、滞納処分その他処分の制限がされ、これらの処分

の制限に係る書類）の送達を受けた場合、当行は口座間送金決済をしないことができるもの

とします。 

２． 当行に対して、債権者または債務者から、口座間送金決済の中止を申し出る場合、当行

所定の書面により取引店に申し出るものとします。ただし、債務者よりの申し出は、業務規程

細則第４２条第２項に規定する場合のみとします。 

   また、債務者が債権者の同意を得て申し出る場合、当行所定の書面に連名により行い、債

権者の印鑑証明書を添付するものとします。 

３． 前項の申出は、支払期日の前銀行営業日まですることができるものとします。 

 

第５章 でんさいの支払不能処分制度 

第２０条 （支払不能通知等） 

１． 当行は、債務者が１５時００分までに口座間送金決済による決済ができない場合、業務規程

細則第４３条に定める次の支払不能事由のいずれかを、でんさいネットに通知します。なお、

支払不能事由が重複する場合は、業務規程細則第４４条に基づき通知するものとします。 

    一 業務規程細則第４３条第１項に定める事由   第０号支払不能事由 

    二 業務規程細則第４３条第２項で定める事由   第１号支払不能事由 

    三 業務規程細則第４３条第３項で定める事由   第２号支払不能事由 

２． 当行は、業務規程第４７条に基づく支払不能でんさいに係る支払不能情報をでんさいネッ

トより受領します。 

   ３． 当行は、業務規程第４８条に基づく取引停止処分および支払不能情報をでんさいネットよ

り受領します。 

   ４． 前３項の取引停止処分が課せられた債務者が、当行利用者である場合、当行は同処分を

受けた利用者に対して、業務規程第４８条に規定する２回目の支払不能でんさいの支払期日

から起算して２年を経過するまでの間、次の各号に掲げる処置を講じます。 

    一  当該利用者の債務者利用を停止します。 

    二  当該利用者に対し、貸付取引を停止します。ただし、債権保全のための貸付取引はこの

限りではありません。 

第２１条 （支払不能に関する異議申立） 



１． 第２０条第１項第三号の事由により口座間送金決済の中止を申し出た債務者は、第２号支

払不能通知について異議申立および異議申立預託金の預け入れをすることができるものとし

ます。この異議申立および異議申立預託金の預け入れは、債務者が支払期日の前銀行営

業日の１５時までに当行所定の書面により取引店におこなうものとします。 

２． 第２号支払不能通知の支払不能事由が不正作出である場合、当該債務者は、業務規程

細則第４７条に基づき、当行所定の書面により、異議申立と併せて異議申立預託金の預け入

れ免除の申立をすることができるものとします。 

３． 支払不能でんさいの債務者または債権者は、業務規程第５１条第１項に掲げる場合、窓口

金融機関を通じて異議申立預託金の返還許可の申立をすることができるものとします。 

  なお、当行が、債権者または債務者の窓口金融機関である場合は、当行所定の書面およ

び業務規程細則第４８条２項に定める資料を添付して、取引店に申し出るものとします。 

４． 当行が債務者の窓口金融機関で、でんさいネットが異議申立預託金の返還を許可した場

合には、業務規程第５１条第４項に基づき、債務者の決済口座へ入金することにより、異議申

立預託金を返還するものとします。 

 

第６章 電子記録の記録事項等の開示 

第２２条 （電子記録の記録事項等の開示の方法等） 

１． 利用者は、インターネットＦＢに接続し、当行の定める方法および操作手順にもとづいて電

子記録の通常開示手続きをおこなうものとし、本章および業務規程ならびに業務規程細則で

定めるところにより、次の電子記録の通常開示を請求するものとします。この請求に対して当

行は、電磁的方法により請求者に交付（提示）するものとします。 

    なお、開示請求に際しては、開示手数料を第２５条２項による方法により支払うものとしま

す。 

    一 記録事項の開示 

    二 提供情報の開示 

２． 通常開示は上記の方法による開示を原則としますが、以下の開示対象者の場合は、当行 

所定の書面により、開示手数料を支払ったうえで、取引店の窓口にて通常開示の請求をおこ

なうことができるものとします。当行は当該開示請求について、書面にて開示報告書を交付

するものとします。 

一 相続人等ならびに財産の管理および処分をする権利を有するもの 

二 本サービスを解約しもしくは解除された元利用者（当行を窓口金融機関としてい

た者に限ります。） 

   ３．通常以外の開示（「特例開示」といいます。）請求の場合は、第２項に準じて取り扱

うものとします。 

   

第７章 契約 

第２３条 （個人情報の利用） 

１． 利用者は、本サービスの申込書に記載された事項について、当行が「個人情報の利用目

的」（別紙）において掲示された範囲で利用することを、同意するものとします。 



第２４条 （業務委託の承諾） 

１． 当行は、本サービスの業務遂行のため、当行が選任する第三者（以下、「委託先」といいま

す。）に本サービスに係る業務の一部または全部を委託できるものとし、利用者は当該業務

委託に必要な範囲内で利用者情報を当行の委託先に開示することにつき、同意するものと

します。 

２． 当行は、委託先に本サービスを構成している各種システムの運用や保守等の業務を委託す

ることができるものとし、利用者はこれに同意するものとします。 

第２５条 （手数料） 

１． 本サービスにあたって、利用者は当行所定の手数料を支払うものとします。 

２． 手数料は、当行所定の手数料を所定日（休日の場合は翌営業日）に小切手の振出または 

預金通帳および払戻請求書の提出なしで指定預金口座から自動的に引落とします。 

３． 利用者または元利用者が、本サービスに関して取引店の窓口を通じて、各種請求や届出等 

を行った場合の手数料については、前項に定める方法による他、その都度受け入れができる

ものとします。 

４． 利用手数料は、当行ホームページに掲載する等、当行所定の方法により通知します。また、 

利用手数料を変更する場合も同様の方法で通知します。 

第２６条 （利用日・利用時間） 

本サービスの利用日・利用時間は、当行が別途定めた利用日・利用時間内とします。また、

当行は、本サービスの利用日・利用時間を利用者に事前に通知することなしに変更することが

できるものとします。 

  第２７条 （規定の変更） 

１． この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他相当の事由があると認

められる場合には、当行ホームページへの掲載による公表その他相当の方法で周知するこ

とにより、変更できるものとします。 

２． 前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

第８章 免責 

第２８条 （免責） 

１． 当行の責によらない通信機械、インターネット等の通信回線およびコンピュータの障害によ

り取扱いが遅延したり不能となったりした場合、そのために生じた損害について当行は責任を

負いません。 

２． 利用者がパスワード等の入力に関し、当行所定の回数を連続して誤った場合、当行は本

サービスの取扱いを中止できるものとし、入力相違により当行が本サービスの取扱いを中止

したことによって生じた損害について当行は責任を負いません。 

３． 紀陽インターネットＦＢにおいて、利用者が登録した電子メールアドレスあてに当行が発信

した電子メールが通信障害その他の理由により未着・延着となった場合、当行はその責を負

いません。また、未着・延着によって生じた損害について、当行は責任を負いません。 

４． 本サービスを利用した取引の依頼または届出に関する書面に使用された印影を、当行に

届け出た印鑑と相当の注意をもって照合し、当行が相違ないと認めて取り扱った場合には、



当該書面につき偽造・変造・その他の事故があっても、これにより生じた損害について、当行

は責任を負いません。 

 

附則   本規程は、２０２０年１２月１日から施行します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

                                                         別紙 

個人情報の利用目的 

                                            和歌山市本町１丁目３５番地 

                                                             株式会社 紀陽銀行 

 

  当行は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年５月３０日法律第５７号）に基づき、お客様の個人情報を、

下記の業務ならびに利用目的の達成に必要な範囲で利用します。 

業務内容 ○預金業務、為替業務、両替業務、融資業務、外国為替業務およびこれらに付随する業務 

○投信販売業務、保険販売業務、金融商品仲介業務、信託業務、社債業務等、法律によ 

り銀行が営むことができる業務およびこれらに付随する業務 

○その他銀行が営むことができる業務およびこれらに付随する業務（今後取扱が認められ

る業務を含みます） 

利用目的 当行および当行の関連会社や提携会社の金融商品やサービスに関し、下記の利用目的で

利用します。 

  なお、特定の個人情報の利用目的が法令等に基づき限定されている場合には、当該利

用目的以外で利用しません。 

 

○各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービスのお申込受付のため 

○犯罪収益移転防止法などの法令に基づくご本人様の確認等や、金融商品やサービスを

ご利用いただく資格等の確認のため 

○預金取引や融資取引等における期日管理等、継続的なお取引における管理のため 

○融資のお申込や継続的なご利用等に際しての判断のため 

○適合性の原則等に照らした判断等、金融商品やサービスの提供にかかる妥当性の判断

のため 

○与信事業に際して個人情報を加盟する個人信用情報機関に提供する場合等、適切な業

務の遂行に必要な範囲で第三者に提供するため 

○他の事業者等から個人情報の処理の全部または一部について委託された場合等におい

て、委託された当該業務を適切に遂行するため 

○お客様との契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため 

○市場調査、ならびにデータ分析やアンケートの実施等による金融商品やサービスの研究

や開発のため 

○ダイレクトメールの発送等、金融商品やサービスに関する各種ご提案のため 

   （ダイレクトメールがご不要の場合は、店頭へお申し出ください） 

○提携会社等の商品やサービスの各種ご提案のため 

○各種お取引の解約やお取引解約後の事後管理のため 

○その他、お客様とのお取引を適切かつ円滑に履行するため 

 


